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本事務所通信は事務所の顧客さま、名刺交

換をさせていただいた方、ＦＡＸ番号、メール

アドレスを教え頂いた会社さんへお送りして

おります。不要の方はお手数ですがメール、

ＦＡＸ、電話等でその旨をご連絡下さいます

ようお願い申し上げます。 

就業規則は定期的な見直しが必要です 

たとえ完璧に作られた就業規則であっても、

時間の経過とともに不都合が起きる可能性があ

ります。定期的に、出来れば年に一回は見直し

が必要です。弊事務所では、法的視点、第三者

的視点から御社の就業規則を診断します。 
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社員の守秘義務
職務専念義務や競業避止義務と同じように、社

員には雇用契約に当然含まれる義務として守秘義

務が課せられています。 

今回は、守秘義務の法的側面、裁判例、違反の

未然防止策等を紹介します。 

 守秘義務の法的側面  

弁護士、医師にはクライアントや患者に関する

守秘義務が課せられていることはよく知られてい

ます。公務員もまたしかりです。余り知られてい

ませんが、社会保険労務士にも社会保険労務士法

第二十一条で、「正当な理由がなくて、その業務に

関して知り得た秘密を他に漏らし、又は盗用して

はならない。」と規定され、違反に対しては一年以

下の懲役又は百万円以下の罰金が課せられます。 

このように特定の業種に従事する者や公務員に

対しては、法律で守秘義務が課せられています。

それ以外の人は、企業の営業秘密を不正に使用し

たり開示したりすると不正競争防止法により罰せ

られることがあります。この対象は、あくまで営

業秘密であって、「秘密として管理されている生産

方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術上

又は営業上の情報であって、公然と知られていな

いものをいう。」とかなり狭く限定されています。

社内の情報がすべて営業秘密になる訳ではありま

せん。 

では、営業秘密に当たらない情報を守秘する義

務は課せられているのでしょうか。答えは、Ｙｅ

ｓです。雇用契約には信義則上、「社員は会社の利

益を不当に侵害してはならない」義務があり、営

業秘密以外の秘密であっても、これを漏らさない

義務が付随しています。 

 守秘義務違反の裁判例  

業務秘密を大量に持ち出したことで解雇された

元社員が解雇の無効を主張した裁判がありました。

会社のコンピュータに保存されていた約６，００

０件の電子情報をＵＳＢメモリーおよびハードデ

ィスクに無断でコピーし自宅に持ち帰っていたも

のです。この中には会議資料や取引先から守秘義

務を課さられていた資料が含まれていました。 

元社員は、持ち帰った資料は「秘密情報」では

ないと主張しました。裁判所は「漏洩した場合に

事業運営に不利益を与える可能性のある情報は、

有形、無形、原本、写しの別を問わず、また社外

から入手した情報を含めて」秘密に値するとして

元社員の守秘義務違反を認めました。（東京地裁

H29.1.23） 

会社の不正行為に対する公益通報例はあります

が、ここでは省略します。 

 違反の未然防止策  

入社時等に、守秘義務誓約書を求める会社さん

は多くあるでしょう。守秘義務は雇用契約に元々

付随する義務だから、誓約書を改めて求める必要

はないとの考え方もありますが、情報漏洩の未然

防止の観点から意義は十分にあります。問題は、

その内容とタイミングです。入社時だけに、単に

「会社の秘密を開示、漏洩もしくは使用いたしま

せん」と具体性のない内容の誓約書であれば実効

性は期待できません。新入社員も部長級の社員も

同じ内容であることはあり得ません。昇進や配転

に合わせて権限や取り扱う情報が変わります。そ

れに合わせて秘密とする対象や範囲、内容を明確

にすることが違反防止の実効性を高めます。


